
財源不足分は、
財政調整基金
１億２，６００万円
を取り崩し補った

※取り崩し後の
　 財政調整基金残高
   ２億１，００６万円

※三位一体改革とは
　国庫補助負担金、税源移譲、地方交付税の３つを一体的に見直す改革です。
　改革が行われる期間は平成16年度から平成18年度の３年間となっています。
　２つの目的があり、ひとつは、使途が決まっている国庫補助負担金を、地方の使いがってがいいように
地方の財源に振り替え（税源移譲）、地方分権の推進を図ろうというものです。
　もうひとつは、７００兆円余りの借金をかかえる国と地方の財政を健全化するため、地方に配分する地
方交付税の見直しを図ろうというものです。

平成１７年度当初予算（案）説明資料
平成１７年３月　西原町

　平成１７年度の予算編成においては、予算要求前に、予算編成説明会を開催し、三位
一体改革におけるきびしい財政状況を全職員で共有し、全庁あげて収入の確保及び支
出削減に取り組んできました。

平成１７年度一般会計予算額（案）　８７億２，８００万円
　　　　　　　　　　　　　　　　（前年度比▲４．２％）

収
入
（
歳
入
）

支
出
（
歳
出
）

三位一体改革の影響額
▲１億９，１２４万円
※詳しくは２ページをご覧ください。

内部努力による経費削減
▲１億７，６３４万円
※詳しくは５ページをご覧ください。

１．１７年度一般会計当初予算（案）イメージ図
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２．収入（歳入）について

（１）三位一体改革の影響額 （マイナスは▲表示）

項目 16年度影響額 17年度影響額

地方交付税　※ ▲５，０２７万円 ▲１億６４０万円

臨時財政対策債　※ ▲２億５０万円 ▲１億１，５４０万円

国・県支出金 ▲９，９８０万円 ▲２，５４４万円

税源移譲（所得譲与税） ５，４００万円 ５，６００万円

合　　計 ▲２億９，６５７万円 ▲１億９，１２４万円

※地方交付税・臨時財政対策債は、前年度確定額の増減です。

（２）国・県支出金の影響額の内訳

項目 16年度影響額 17年度影響額

公立保育所運営負担金（国） ▲６，０４９万円

公立保育所運営負担金（県） ▲３，０２４万円

介護保険事業費 ▲５９５万円

児童手当事務費 ▲２７９万円

国民健康保険事務費 ▲３３万円

収容保護施設費 ▲４５６万円

在宅福祉事業費補助金 ▲４７０万円

次世代育成支援対策施設整備費 ▲７７８万円

次世代育成支援対策交付金 ▲２２８万円
要保護及び準用保護児童生徒
援助費補助金 ▲５９２万円

農業生産総合対策事業費 ▲２０万円

合　　計 ▲９，９８０万円 ▲２，５４４万円

※17年度の影響額合計に16年度影響額は含みませんが、16年度影響額は、17年度以降にも及びます。

（３）収入確保策

項目 16年度効果額 17年度効果額

公共施設内駐車場使用料徴収 １５５万円

保育料の改定等 １，７０２万円

合　　計 １，８５７万円
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（４）当初予算額と一般財源額の推移

77億円77億円 79億円 76億円

72億円 70億円

80億円 92億円

109億円

91億円87億円

45億円
48億円 49億円 50億円 51億円

54億円
57億円 57億円 57億円
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（５）町税と徴収率の推移

28億円26億円
25億円26億円

24億円24億円25億円

23億円23億円
21億円

20億円

85.7%
86.5%86.3%

88.1%
89.2%

89.7%
90.7%90.1%90.5%

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

Ｈ7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17
80.0

82.0

84.0

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

当初予算額

一般財源額

収納額

収納率

※一般財源とは、使途が特定されず、どのような経費にも使用することができる資金のことです。
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※印の基金は、特定目的基金です。

１３億５，３４９万円合　　計 １億７，９００万円 １億２，６００万円 ▲５，３００万円

３，９４２万円

※退職手当基金 － － － ９，５０３万円

※リサイクル基金 ９００万円 － ▲９００万円

２億２，５７１万円

※庁舎建設基金 － － － ５億２，２００万円

※地域福祉基金 － － －

１億４，９７２万円

※地域づくり基金 ２，０００万円 － ▲２，０００万円 １，１０２万円

※土地開発基金 ９，０００万円 － ▲９，０００万円

（８）基金残高と基金の取り崩し

減債基金 ２，５００万円 － ▲２，５００万円 １億５３万円

基金名 １６年度取崩額（当初）１７年度取崩額（案） 対前年度比較 １７年度現在高

２億１，００６万円財政調整基金 ３，５００万円 １億２，６００万円 ９，１００万円

（６）交付税・臨時財政対策債の推移

18億円

20億円

23億円23億円23億円23億円23億円
22億円21億円21億円20億円

4億円

5億円7億円

3億円
2億円
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交付税額

臨時財政対策債
額

※H17は予算額

（７）減税補てん債の推移

3300万円
3440万円

3270万円
3040万円

3170万円
3090万円

2910万円

1億1570万円
1億2800万円

1億2890万円
1億2850万円
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140

Ｈ6 Ｈ7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

(単位：百万円)

(単位：億円)
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３．支出（歳出）について

（１）人件費の削減

項目 16年度効果額 17年度効果額

特別職の報酬（５％削減） ▲２８０万円

管理職手当（２０％削減） ▲２１１万円

時間外勤務手当（１０％以上削減） ▲１８１万円 ▲６００万円

職員給与（退職者１１人の不補充） ▲７，４３４万円

嘱託職員報酬（３％削減） ▲６００万円

合　　計 ▲６７２万円 ▲８，６３４万円

※17年度削減額に16年度からの削減額は含んでいません。

（２）経常的な経費の削減

項目 16年度効果額 17年度効果額

賃金職員（１７年度は時給３％削減） ▲１，０４５万円 ▲１９５万円

その他経常的な経費（１０％削減） ▲２，８９０万円 ▲４，１６２万円

町内各種団体補助金（一律５％削減） ▲２４７万円

事務担任者委託料等（３％削減） ▲１５３万円

敬老祝金支給金額の見直し（５０％削減） ▲４９０万円

合　　計 ▲４，１８２万円 ▲５，０００万円

※17年度削減額に16年度からの削減額は含んでいません。

（３）臨時的な経費の削減

項目 16年度効果額 17年度効果額

町単独建設事業費の削減 ▲４，０００万円

（４）大幅減となった主な事業

項目 16年度額→17年度額 減少額

公債費（一般会計元利償還金） 11億999万円→8億7,521万円 ▲２億３，４７８万円

国保財政安定化支援事業（繰出金） 5,782万円→3,303万円 ▲２，４７９万円

西原小学校体育館改築事業 3億4,000万円→皆減 ▲３億４，０００万円

西原中学校防音工事 3億4,592万円→1億2,633万円 ▲２億１，９５９万円

翁長棚原コミュニティ道路整備事業 1億6,200万円→6,600万円 ▲９，６００万円

安室地区基盤整備促進事業 6,617万円→293万円 ▲６，３２４万円

内部努力による経費削減額
▲１億７，６３４万円
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（５）大幅増となった主な事業

16年度額→17年度額 増額

3億8,277万円→3億9,877万円 １，６００万円

1,702万円→2,724万円 １，０２２万円

1億1,779万円→１億4,449万円 ２，６７０万円

1億9,628万円→2億2,324万円 ２，６９６万円

1,244万円→2,087万円 ８４３万円

4億4,000万円→７億7,000万円 ３億３，０００万円

6,651万円→1億5,000万円 ８，３４９万円

（６）１７年度の主な新規事業
番
号 担当課 予算額

1 すぐやる課 ５００万円

2 総務課 ７００万円

3 町民課 ２６万円

4 企画財政課 １，５００万円

5 企画財政課 ２５０万円

6 福祉課 ５，４５０万円

7 保険課 ５００万円

8 健康衛生課 １５５万円

9 土木課 ７１０万円

10 土木課 ７００万円

11 教育総務課 ２億７，０１４万円

12 教育総務課 ７２５万円

13 教育総務課 ５７６万円

14 学校教育課 ２，０１７万円

15 生涯学習課 １３９万円

16 学校給食共同調理場 ２４２万円

小那覇１号線道路整備事業

幸地地内排水整備事業

坂田幼稚園仮設園舎賃借料

我謝自治会事務所建設事業補助金
（コミュニティセンター助成事業補助金）

西原幼稚園園舎改築事業

次世代育成支援対策施設整備費（私立保育所建設補助）

西原町高齢者保健福祉計画策定業務

健康にしはら２１策定業務

西原南幼稚園仮設園舎賃借料

教科書改訂に伴う学校備品等整備事業（小・中学校）

榴弾砲修復事業

超高圧食器洗浄機設置

西原まつり補助金

東崎公園・東崎都市緑地整備事業

我謝マリンタウン線道路整備事業

安室自治会屋外放送設備整備補助金
（一般コミュニティ助成事業補助金）

券売機設置

介護保険特別会計繰出金

南部広域行政組合負担金（最終処分場建設負担金）

事業名

原材料費

東部消防組合負担金

項目

身体障害者・知的障害者・児童居宅支援費

老人保健特別会計繰出金

－６－



（７）町債残高の推移
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【増えた要因】
・図書館建設債　　　　　　９億円
・臨時財政対策債 　　　　７億円
・ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ
　建設費貸付債　　　　　　４億円

（８）公債費（元利償還額）の見込み

9.3億円9.5億円9.6億円9.7億円
10.2億円

10.3億円
10.2億円10.1億円

9.6億円
9.1億円

8.7億円
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※１８年度以降、毎年度４億円（利率１．３％、１５年償還うち３年据置）を借り入れると仮定し、公債費見込みを算出
　  上記の４億円はH８～H１２の平均借入額。利率は平成１７年２月２８日現在
　　臨時財政対策債は、１８年度のみ１億９，２００万円借り入れると仮定
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　歳入性質別
平成17年度
当初予算額
Ａ

構 成 比
平成16年度
当初予算額
Ｂ

構 成 比
増減額
Ａ－Ｂ
Ｃ

増減率
C/B*100

地　方　税 2,752,966 31.5 2,662,570 29.2 90,396 3.4

財 産 収 入 1,235 0.0 86,627 1.0 △ 85,392 △ 98.6

分担金及び負担金 155,361 1.8 149,986 1.6 5,375 3.6

使用料・手数料 67,380 0.8 68,177 0.7 △ 797 △ 1.2

寄　附　金 2 0.0 2 0.0 0 0.0

繰　入　金 126,008 1.4 179,003 2.0 △ 52,995 △ 29.6

繰　越　金 50,000 0.6 50,000 0.5 0 0.0

諸　収　入 322,204 3.7 339,352 3.7 △ 17,148 △ 5.1

地方譲与税 226,000 2.6 174,000 1.9 52,000 29.9

利子割交付金 5,900 0.1 7,000 0.1 △ 1,100 △ 15.7

配当割交付金 1,700 0.0 600 0.0 1,100

株式等譲渡所得割交付金 280 0.0 280 0.0 0

地方消費税交付金 287,000 3.3 280,000 3.1 7,000 2.5

ｺﾞﾙﾌ場利用税交付金 40,000 0.5 50,000 0.5 △ 10,000 △ 20.0

自動車取得税交付金 26,000 0.3 21,000 0.2 5,000 23.8

地方特例交付金 77,595 0.9 77,595 0.9 0 0.0

地方交付税 1,492,203 17.1 1,462,964 16.1 29,239 2.0

交通安全対策特別交付金 4,400 0.0 3,900 0.1 500 12.8

国庫支出金 1,675,305 19.2 1,833,784 20.1 △ 158,479 △ 8.6

県 支 出 金 515,761 5.9 548,160 6.0 △ 32,399 △ 5.9

地　方　債 900,700 10.3 1,118,000 12.3 △ 217,300 △ 19.4

3,475,156 39.8 3,535,717 38.8 △ 60,561 △ 1.7

5,252,844 60.2 5,577,283 61.2 △ 324,439 △ 5.8

8,728,000 100.0 9,113,000 100.0 △ 385,000 △ 4.2

自 主 財 源

依 存 財 源

歳 入 合 計

(単位：千円、％)

区 分

自
　
主
　
財
　
源

依
　
存
　
財
　
源

資料１

平成１７年度当初予算（歳入）

依存財源　60%

自主財源　40%

自主財源とは
　町自らが確保した財源のことで、主な
ものは住民の方が納めた税金です。
　自ら確保した財源なので「自主財源」
と呼びます。
　この財源が多いと町独自のまちづくり
がやりやすくなります。

依存財源とは
　主なものは、町債（借金）、国・県支
出金、地方交付税などです。
　他に依存した財源なので「依存財
源」と呼びます。
　そのほとんどが国からのお金なの
で、国の施策に大きく左右されます。
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歳出性質別
平成17年度
当初予算額
Ａ

構成比
平成16年度
当初予算額
Ｂ

構成比
増減額
Ａ－Ｂ
Ｃ

増減率
C/B*100

1,836,291 21.0 1,894,556 20.8 △ 58,265 △ 3.1

1,128,754 12.9 1,106,687 12.1 22,067 2.0

875,217 10.0 1,109,994 12.2 △ 234,777 △ 21.2

1,027,864 11.8 1,085,449 11.9 △ 57,585 △ 5.3

31,046 0.4 30,160 0.3 886 2.9

900,657 10.3 873,670 9.6 26,987 3.1

526 0.0 112,569 1.2 △ 112,043 △ 99.5

6,532 0.1 1,830 0.1 4,702 256.9

3,000 0.1 3,000 0.0 0 0.0

772,220 8.8 747,877 8.2 24,343 3.3

2,125,307 24.4 2,127,159 23.4 △ 1,852 △ 0.1

補助事業費 1,411,570 16.2 1,619,077 17.8 △ 207,507 △ 12.8

単独事業費 713,737 8.2 508,082 5.6 205,655 40.5

13 0.0 13 0.0 0 0.0

20,573 0.2 20,036 0.2 537 2.7

8,728,000 100.0 9,113,000 100.0 △ 385,000 △ 4.2

繰　出　金

予　備　費

歳 出 合 計

普通建設事業費

災害復旧事業費

補 助 費 等

積　立　金

投資及び出資金

貸　付　金

扶　助　費

公　債　費

物　件　費

維持補修費

(単位：千円、％)

  区     分

人　件　費

平成１７年度当初予算（歳出）

その他一般経費
32%

公共施設建設
費　24% 借金返済金

10%

扶助費　13%

人件費　21%

人件費
　職員や議員の給料

扶助費
　生活を援助するための費用

借金返済金（公債費）
　町が借り入れしている借金の返済金

公共施設建設費（普通建設事業費）
　学校や公園や道路などを建設する費用

その他一般経費
　行政事務を行うための経費

資料２

－９－



歳出目的別
平成17年度
当初予算額
Ａ

構 成 比
平成16年度
当初予算額
Ｂ

構 成 比
増減額
Ａ－Ｂ
Ｃ

増減率
C/B*100

123,917 1.4 132,740 1.5 △ 8,823 △ 6.6

952,227 10.9 1,096,527 12.0 △ 144,300 △ 13.2

2,322,883 26.6 2,230,543 24.5 92,340 4.1

462,874 5.3 484,272 5.3 △ 21,398 △ 4.4

16,915 0.2 12,134 0.1 4,781 39.4

164,413 1.9 245,022 2.7 △ 80,609 △ 32.9

14,518 0.2 14,790 0.2 △ 272 △ 1.8

1,872,186 21.5 1,552,941 17.0 319,245 20.6

398,771 4.6 382,770 4.2 16,001 4.2

1,503,492 17.2 1,831,217 20.1 △ 327,725 △ 17.9

13 0.0 13 0.0 0 0.0

875,217 10.0 1,109,994 12.2 △ 234,777 △ 21.2

1 0.0 1 0.0 0 0.0

20,573 0.2 20,036 0.2 537 2.7

8,728,000 100.0 9,113,000 100.0 △ 385,000 △ 4.2

(単位：千円、％)

区 分

議　会　費

総　務　費

民　生　費

衛　生　費

労　働　費

農林水産業費

商　工　費

土　木　費

消　防　費

教　育　費

歳 出 合 計

災害復旧費

公　債　費

諸 支 出 金

予　備　費

平成１７年度当初予算（歳出）・目的別

その他　24%

公債費　10%

教育費　17%

土木費　22%

民生費　27%

民生費
　子どもたちや高齢者のための経費です。

土木費
　公園や道路などを整備する経費です。

教育費
　教育にかかる経費です。

公債費（借金の返済金）
　町が借り入れた借金の返済金です。

その他
　消防、衛生、農林水産、商工、その他行政事
務の経費です。
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